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放射性物質汚染対策顧問会議
「低線量被ばくのリスク管理に関するワーキンググループ」での意見陳述

平成２３年１１月１５日 東海大学校友会館 「望星の間」

長崎大学特任教授 柴田義貞

チェルノブイリ事故対応からの示唆

本日の説明の骨子
背景
リスクと安全、安心
チェルノブイリ原発事故
一般住民の被曝線量
健康影響
環境汚染

ECRRについて
意見の骨子

背景

• 福島第１原子力発電所の事故は、国際原子力事象評価尺度（INES）でレベル７と
された、我が国における未曽有の原発事故である。

• INESのレベルはチェルノブイリ原発事故と同一であるが、放出された放射性物質

の量は現在までのところチェルノブイリ原発事故の１０％程度であり、事故の原因
およびその放出の態様も異なる。

• 旧ソ連時代に起ったチェルノブイリ原発事故と異なり、科学技術の先進国として一
目置かれていた日本で発生した深刻な原発事故として、その収束はもとより、周
辺地域住民および現在も事故の収束に向けて懸命に働いている作業者の将来
の健康は、世界の注目するところとなっている。

• 事故から８か月が過ぎたが、この間チェルノブイリ原発事故に学んだ行動がとら
れることは少なく、これまで世界の放射線医科学者等が合意形成してきた科学的
事実を否定するような、根拠のない言説がインターネットや週刊誌を通して吹聴さ
れ、多数の市民、とくに小さな子どもの母親や妊婦を不安に陥れてきた。
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リスクと安全

安全：ある物のリスクが受
容可能と判断されれば、そ
れは安全である。

リスク：有害事象の発生確
率とそれによる被害の程

度を表す複合的尺度。

ALARP: as low as reasonably practical
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リスク認知を高めるもの

非自発的にさらされる
不公平に分配されている
個人的な予防行動では避けることができない
よく知らない、あるいは新奇なものである
人工的なものである
隠れた、取り返しのつかない被害がある
小さな子供や妊婦に影響を与える
通常とは異なる死に方（病気、けが）をする
被害者が身近にいる
科学的に解明されていない
信頼できる複数の情報源から矛盾した情報が伝えられる

ポパーによる科学的研究方法の図式

結 果

演繹的推論

仮 説
理 論

データ
実験計画

データの
妥当性の確保

新しいアイデア
の創造

啓発的推論

推 論
理論の実証

帰納的推論
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因果関係のための観察的基準

（１）時間的順序※

（２）一致性

（３）関連の強固さ

（４）生物学的勾配（量反応関係）

（５）結果の特異性

（６）傍証と生物学的妥当性
Post hoc ergo propter hoc
(after this therefore on account of this)

命題「Hが真ならばBは真でなければならない」は正しい
「Bは真である」 したがって「 Hは真でなければならない」

※

※

37–185 GBq km-2 ( 1-5 Ci km-2)
185–555 GBq km-2 (5-15 Ci km-2)

>555 GBq km-2 (>15 Ci km-2)
チェルノブイリ原発30km圏

河川

国境
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Examined ca. 160,000 children in 1991-1996

Analyzed the data of ca. 120,000 children
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ウクライナ、ロシア、ベラルーシにおける
小児甲状腺がん発生数の年次推移

ウクライナ

ロシア

ベラルーシ

Excess Relative Risk (ERR)＝過剰相対リスク

ＥＲＲ＝
（被曝群における発生率）－（非被曝群における発生率）

非被曝群における発生率

Sv ＝シーベルト SE ＝標準誤差

線形ー２次

２次

線形・閾値
あり

“ノンパラ”
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チェルノブイリ事故による放射線被曝
希ガス

内部被曝

甲状腺がん

白血病

土壌

希ガス

吸入

外部被曝

内部被曝

食物摂取

放射性降下物

河川 水

食物

穀物植物

魚

牛

事故前後に生まれた子供における
甲状腺疾患有病率の比較

激増した小児甲状腺がんの原因が検診効果な
ど事故直後の放射線被曝以外の要因によるも
のであると仮定すれば、事故前後に生まれた
チェルノブイリ周辺の子供を同一プロトコールで
検診した場合、両群で観察される甲状腺がんを
含む甲状腺異常の頻度には大差がないはずで
ある。

仮説
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対象者

ベラルーシ共和国ゴメリ州のレチツ、
ロエフ、ゴメリおよびホイニキの4地区
ならびにゴメリ市在住の1983－1989
年生まれの子供21,601人

調査期間

1998年2月－2000年12月

0

2

4

6

I II III

I : 事故前に出生
II : 事故後の1986年に出生
III : 1987年以降に出生

年齢(歳)

(4810) (4910)      (1258)  (1151)    (4826)   (4646)

I                  II                III 群

男

女

1

0

24

0

7

0

11-17              11-14              8-13

有
病
割
合

(‰
)

ベラルーシ共和国ゴメリ地区における
甲状腺がんの有病割合(1998－2000年）
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Annual Incidence of thyroid cancer in Belarus by age at diagnosis

Source: Demidchik YuE, Saenko VA, Yamashita S, Arq Bras Endocrinal Metab 2007 
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1480 kBq/m2

(40 Ci/km2) 以上

チェルノブイリ事故における C s - 1 3 7 による地表汚染度 *

立ち入り禁止
地域

約１２万人

約８００人（大半は老人）
が戻っているが、黙認

555 kBq/m2

(15 Ci/km2) 以上
放射線厳重
管理地域

一時的居住地域
農業は禁止
約２７万人が居住

37 kBq/m2

(1 Ci/km2) 以上
汚染地域 ５００万人以上が居住

*Chernobyl’s Legacy 2nd ed, IAEA, 2006

平均被ばく線量（1986年の強制移住者）：33 mSv

平均被ばく線量（1986－2005）：50 mSv 以上

平均被ばく線量（1986－2005）：10－20 mSv

チェルノブイリ周辺住民の体内被曝線量チェルノブイリ周辺住民の体内被曝線量

• 放射線厳重管理地域の住民

事故後２０年間における累積線量は５０ mSv 以上

住民の中には数百 mSv 被曝

• 汚染地域の住民

事故後２０年間における累積線量は１０－３０ mSv 以上

• 内部被曝の寄与割合は、ロシアとベラルーシで３８％、
ウクライナでは５５％

• 上述の累積線量の８０％、２０％はそれぞれ事故後最初の１０年間、
および後半の１０年間における被曝が寄与

• 事故後２０年以降における年間被曝線量の減少は遅く、年間３－５％
と期待される

Chernobyl ‘sLegacy 2nd ed, IAEA 2006
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放射線被ばくによって白血病とがんが
どれだけ余分に発生したか

(原爆被爆後の経過年数による) (模型図)

その他のがん
(甲状腺・乳房・
肺・大腸・胃など)

白血病

原爆被爆後の経過年数

放
射
線
被
ば
く
に
よ
り

余
分
に
発
生
し
た
白
血
病
と

が
ん
に
よ
る
死
亡
数
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チェルノブイリ原発事故の健康影響チェルノブイリ原発事故の健康影響
• 急性放射線障害 (ARS)－入院した２３７名中１３４人

２８人が事故後３ヶ月以内に死亡

別の１５人が事故後２０年以内に死亡

• 小児甲状腺癌

２００２年までに、ロシア、ベラルーシおよびウクライナにおいて
４０００人以上の子どもが甲状腺癌を発症

• 白血病を含め、他の疾患の増加は確認されていない

Chernobyl ‘s Legacy 2nd ed, IAEA 2006

多くの場合、死因は放射線被曝とは無関係

原因は高濃度の放射性ヨウ素に汚染された牛乳の摂取―事故
当時７歳以下の子ども３４００人以上が２ Sv 以上の被曝を受け、
そのうちゴメリでは３００人以上が１０ Sv 以上の被曝を受けた

• 最大の健康影響は症状のない精神障害―緊急の対策が必要
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ECRRのメンバー（たとえば、Chris Busby博士）が贔屓の論文
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Chernobyl’s Legacy. IAEA, 2006

Chernobyl’s Legacy. IAEA, 2006
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意見の骨子

• リスクは客観的に評価できるが、安全は主観的判断、安心はさらに心理的要因が
影響する

• 科学的研究方法および因果推論の基礎を理解している研究者の論文と、理解し
ていない研究者の論文を見極めることが重要である

• チェルノブイリ原発の教訓を学ばなければならない

• 可及的速やかに、汚染地域を合理的に分類し、それぞれの地域に住んでいた
（住んでいる）住民に対する今後の施策を、ALARPの考え方に基づいて決定し実
行に移さなければならない

• 大衆迎合政策は絶対に避けなければならない


